
【業務管理体制について】
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障害福祉サービス・障害児施設等の事業者のみなさまへ

○  平成２４年４月から、指定障害福祉サービス事業者等（注１）は、法令遵守等の業務管理体制の
  整備（注２）とその届出が義務づけられています。

○ 事業所名、所在地等を変更した場合は、変更の届出を行っていただくこととなります。

１  業務管理体制整備の届出は速やかに！

業務管理体制整備の届出について
休止・廃止届を事前届出制にするなどの

 制度改正が平成24年4月から施行されています。

（注１）業務管理体制の届出が義務づけられる事業者等の種類

【障害者総合支援法に基づくもの】 【児童福祉法に基づくもの】
   ア.指定障害福祉サービス事業者及び指定障害者支援施設        ウ.指定障害児通所支援事業者
   イ.指定一般相談支援事業者及び指定特定相談支援事業者        エ.指定障害児入所施設
                                                                                                    オ.指定障害児相談支援事業者



33佐賀県健康福祉部障害福祉課 3

（注２）業務管理体制の整備について

指定障害福祉サービス事業者等において、不正事案の発生防止の観点から、事業運営の適正化を
図るための体制が整備されているかどうかを指します。

具体的には、事業所等職員の法令遵守を確保するための責任者が置かれていること、開設する事
業所等の数に応じ（次表参照）、法令遵守を確保するための注意事項や標準的な業務プロセス等を
記載した「法令遵守規程」の整備、外部監査などによる「業務執行の状況の監査」が行われている
ことが必要とされます。

◎届出書の内容～設置する事業所等の数により届出事項が異なります！

対象となる障害福祉サービス事業者等 届出事項

全ての事業者等

事業者等の名称又は氏名

〃 主たる事業所の所在地

〃 代表者の氏名、生年月日、住所、職名

「法令遵守責任者」（注３）の氏名、生年月日

事業所等の数が２０以上の事業者等 上記に加え「法令遵守規程」（注４）の概要

事業所等の数が１００以上の事業者等 上記に加え「業務執行の状況の監査の方法」の概要

（注３）法令を遵守するための
体制の確保にかかる責任者

（注４）業務が法令に適合すること
を確保するための規程
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○ 事業所等の数は、その指定を受けたサービス種別ごとに一事業所等と数えます。

 ○ 事業所番号が同一でも、サービス種類が異なる場合は、異なる事業所として数えます。
   例えば、同一の事業所で、居宅介護事業所と重度訪問介護事業所の指定を受けている場合、
   指定を受けている事業所は２つとなります。

◎事業所の数え方について

◎届出書の届け先は事業所の所在地によって決まります。

届出は（注１）ア～オの事業者等の種類ごとに行う必要があります。

事業所等の区分 届出先 備          考

①
指定事業所等が２以上
の都道府県に所在する
事業者等

厚生労働省
厚生労働本省 社会・援護局
障害保健福祉部 企画課

②

特定相談支援事業又は
障害児相談支援事業の
みを行う事業者であっ
て、全ての指定事業所
が同一市町村内に所在
する事業者

市町村

事業所等の区分 届出先 備          考

③
全ての指定事業所等が同
一指定都市（※）内に所
在する事業者等

指定都市
（※）

※児童福祉法に基づく指定
障害児通所支援事業者及び
指定障害児入所施設の設置
者については、児童相談所
設置市を含みます。

④

全ての指定事業所等（児
童福祉法に基づく指定障
害児入所施設を除く。）
が同一中核市内に所在す
る事業者等

中核市

⑤ ①から④以外の事業者等 都道府県
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①  休止・廃止の届出時期は、休止・廃止予定日の１月前までになっています。

  ②  立入検査後、１０日以内に指定権者が聴聞決定予定日を事業者に通知した場合、聴聞決定予定日までに

 廃止の届出を行うと、指定・更新の欠格事由に該当することになっています。

○   休止・廃止時においては、利用者に対する継続的なサービス提供のための便宜提供が必要となります。

  この義務を果たさない場合、都道府県知事等は勧告・命令を行うことができます。

２  休止・廃止届が事前届出制に

３  休止・廃止時における利用者への継続的なサービス確保
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①  取り消しの理由となった不正行為に、法人の組織的関与が確認された場合に連座制が適用されること
となります。

②  同一法人グループ等における密接な関係を有する法人が指定の取り消しを受けた場合、指定・更新の
   欠格事由に該当します。

４ 指定の取り消しにおける連座制の適用
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